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〔物価の上昇等を踏まえた基礎控除等の額の適時の引上げの具体的な方策の検討について〕



物価上昇等を踏まえた基礎控除等の額の
適時の引上げの具体的な方策の検討
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物価上昇局⾯における税負担の調整及び就業調整への対応

• デフレからの脱却局⾯に鑑み、基礎控除の額が定額であることにより物価が上昇すると実質
的な税負担が増えるという所得税の課題に対応

• 源泉徴収義務者の負担にも配慮しつつ、令和７年12⽉の年末調整から適⽤

所得税の基礎控除の引上げ
• 物価動向を勘案し最⾼48万円から10万円（20％程度）引き上げ、最⾼58万円に。

※扶養親族等の所得要件について、基礎控除と同額の 48 万円を、基礎控除の引上げを踏まえ、58 万円に。

• 低〜中所得者の税負担に配慮し、所得階層ごとに控除を最⾼37万円上乗せ。

⼤学⽣年代の⼦の親への特別控除の創設

• ⼈⼿不⾜の中、特に⼤学⽣のアルバイトの就業調整に対応
• ⼤学⽣年代（19〜22歳）の親向けの特別控除の創設。
⼦の給与収⼊が、 150万円以下→63万円
⼦の給与収⼊が、 150万円超 →控除額が段階的に逓減

• 物価上昇への対応とともに、就業調整にも対応
• 最低保障額を55万円から10万円引き上げ、 65万円に。

給与所得控除の最低保障額の引上げ
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○所得税については、基礎控除等の控除額が定額であることから、物価上昇局面において、課税所得
の伸びが収入の伸びを上回るため、所得に対する税負担率が上昇する。

そのため、税負担率を一定にするためには、控除額の調整が必要。

○物価と名目賃金の関係によって、ミクロの税負担やマクロの税収に影響が変化することに留意。

物価上昇局面における税負担率

【イメージ】 ※簡略化しており、控除額や適用税率は実際のものとは異なる
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（参考）賃⾦・物価の推移

（出所）消費者物価指数︓総務省統計局 消費者物価指数 2020年基準
現⾦給与総額（指数）︓厚⽣労働省 毎⽉勤労統計調査

（注）「⼀般労働者」とは、「常⽤労働者（期間を定めずに雇われている者あるいは1か⽉以上の期間を定めて雇われている者）」のうち「パートタイム労働者」を除いた労働者のことをいう。
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消費者物価指数（総合、基礎的⽀出）の推移

【令和７年度税制改正⼤綱】 （令和６年１２⽉２０⽇（⾦））⾃由⺠主党・公明党

わが国経済は⻑きにわたり、デフレの状態が続いてきたため、こうした問題が顕在化することはなかったが、⾜元では物価が上昇傾向
にある。⼀般に指標とされる消費者物価指数（総合）は、最後に基礎控除の引上げが⾏われた平成７年から令和５年にかけて
10％程度上昇し、令和６年も10⽉までに３％程度上昇しており、今後も⼀定の上昇が⾒込まれる。また、⽣活必需品を多く含
む基礎的⽀出項⽬の消費者物価は平成７年から令和５年にかけて20％程度上昇している。こうした物価動向を踏まえ、所得
税の基礎控除の額を現⾏の最⾼48万円から最⾼58万円に10万円、20％程度引き上げる。

【消費者物価指数の推移】
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基礎的⽀出項⽬︓⽀出弾⼒性（消費⽀出総額が１％変化する時に各財・
サービス（⽀出項⽬）が何％変化するか）が1.00未満の⽀出項⽬は基礎的
⽀出（必需品的なもの）に分類され、⾷料、家賃、光熱費、保健医療サー
ビスなどが該当する。家計調査の⽀出項⽬全503項⽬中、287項⽬が基礎的
⽀出項⽬（2020年基準）。



（控除額）

所得税の基礎控除の引上げ

所得税については、基礎控除の額が定額であることにより、物価が上昇すると実質的な税負担が増えるという課
題がある。

わが国経済は⻑きにわたり、デフレの状態が続いてきたため、こうした問題が顕在化することはなかったが、⾜元では
物価が上昇傾向にある。⼀般に指標とされる消費者物価指数（総合）は、最後に基礎控除の引上げが⾏われた
平成７年から令和５年にかけて10％程度上昇し、令和６年も10⽉までに３％程度上昇しており、今後も⼀定
の上昇が⾒込まれる。また、⽣活必需品を多く含む基礎的⽀出項⽬の消費者物価は平成７年から令和５年に
かけて20％程度上昇している。こうした物価動向を踏まえ、所得税の基礎控除の額を最⾼48万円から最⾼58
万円に10万円、20％程度引き上げる。

源泉徴収義務者の負担にも配慮しつつ、令和７年12⽉の年末調整から適⽤する。
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給与所得控除については、給与収⼊に対する割合に基づき計算される控除であり、物価の上昇とともに賃⾦が
上昇すれば、控除額も増加する。しかしながら、最低保障額が適⽤される収⼊である場合、収⼊が増えても控除
額は増加しない構造であるため、物価上昇への対応とともに、就業調整にも対応するとの観点から、最低保障額を
55万円から65万円に10万円引き上げる。

源泉徴収義務者の負担にも配慮しつつ、令和７年12⽉の年末調整から適⽤する。

65

引上げのイメージ
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55

最低保障額︓55万円 ⇒ 65万円

控除額給与収⼊

給与収⼊×40%－10万円180万円以下

給与収⼊×30%＋８万円360万円以下

給与収⼊×20%＋44万円660万円以下

給与収⼊×10%＋110万円850万円以下

195万円850万円超

給与所得控除額

給与収⼊

850162.5

195万円

⼦育て世帯の場合︓210万円

190

（控除額）
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給与所得控除の最低保障額の引上げ



物価上昇等を踏まえた基礎控除等の額の適時の引上げの具体的な⽅策の検討

（所得税の抜本的な改⾰に係る措置）
第８１条 政府は、我が国の経済社会の構造変化を踏まえ、各種所得の課税の在り⽅及び⼈的控

除をはじめとする各種控除の在り⽅の⾒直しを含む所得税の抜本的な改⾰について検討を加え、そ
の結果に基づき、必要な法制上の措置を講ずるものとする。

２ 前項の検討に当たっては、基礎控除等の額が定額であることにより物価が上昇した場合に実質的な
所得税の負担が増加するという課題への対応について、所得税の源泉徴収をする義務がある者の事
務負担への影響も勘案しつつ、物価の上昇等を踏まえて基礎控除等の額を適時に引き上げるという
基本的⽅向性により、具体的な⽅策を検討するものとする。

9

 所得税の各種所得の課税の在り⽅及び⼈的控除をはじめとする各種控除の在り⽅の⾒直しについ
て、まずは「活⼒ある⻑寿社会に向けたライフコースに中⽴な税制に関する専⾨家会合」において
論点の整理を⾏ってはどうか。

 その際、まずは、法律により明⽰的に検討が求められている、物価の上昇等を踏まえた基礎控除等
の額の適時の引上げの具体的な⽅策から検討することとしてはどうか。

第５回政府税制調査会
（5⽉15⽇）資料



具体的な物価調整のイメージ
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考えられる具体的な物価調整のイメージ

考えられる具体的な物価調整のイメージ１ 毎年物価調整を実施
（例）X年第３四半期における対前年⽐の物価上昇率を勘案して基礎控除等の額を決定

X+1年の通常国会に改正法案を提出
X+2年分の所得税から適⽤（X＋2年1⽉から新たな控除額に基づく源泉徴収を実施）

【特徴】 物価変動をタイムリーに反映
システム改修を含む源泉徴収義務者の事務負担への影響に留意する必要

考えられる具体的な物価調整のイメージ２ 定期的に物価調整を実施
（例）３年おきに第３四半期における対３年前の同期⽐の物価上昇率を勘案して基礎控除等の額を決定

※改正法案提出時期と適⽤時期についてはイメージ１と同様
【特徴】 物価変動のトレンドを反映

システム改修を含む源泉徴収義務者の対応を毎年⾏う必要はない
システム改修時期についての予測可能性が⾼い

考えられる具体的な物価調整のイメージ３ 毎年点検し、⼀定の物価上昇率となった際に調整を実施
（例）前回引上げ時の前年の第３四半期からの物価上昇率が５％を上回った際に、物価上昇率を勘案して基礎控

除等の額を決定
※改正法案提出時期と適⽤時期についてはイメージ１と同様

【特徴】 物価変動を⽐較的タイムリーに反映
システム改修を含む源泉徴収義務者の対応を必ずしも毎年⾏う必要はない
改修時期についての予測可能性が低い
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控除額引上げに伴う源泉徴収義務者の対応
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所得税の課税期間と納付のタイミング

• 所得税は、原則として、その年1⽉1⽇から12⽉31⽇までの1年間の所得の合計額に対して課税される
（暦年課税）。

• 最終的な税額は、年間の収⼊額等が年末に確定した段階ではじめて確定する。通常は確定申告で確定
するが、給与所得者については年末調整で完結する場合もある。

確定申告
2〜3⽉※

前年 当年 翌年

課税期間
1〜12⽉

確定申告
2〜3⽉※

課税期間
1〜12⽉

源泉徴収された税額等を
差し引いて納付

＜ 給与所得者の場合＞

１⽉ ２⽉ ・・・ 賞与⽉ ・・ 12⽉
税額

職場で年末調整
確定した年間の収⼊等の総額を基
に、控除も踏まえ、税額を計算。
扶養親族等の情報は年末時点の状
況により適⽤条件を満たすか判定。

給与
収⼊

年末調整で未調整の事項
がある場合、複数の雇⽤者
から給与を得ている場合、
給与以外の所得がある場
合等には、確定申告により
納付／還付。

毎⽉の源泉徴収
毎⽉の給与収⼊から扶養控
除等を勘案して税額を概算
で算出し、給与から控除。

※賞与を⽀給する企業の
場合、賞与⽉には税額
も多くなることが多い。

最初の給与⽀払
⽇までに、扶養親
族に関する情報等
を雇⽤者に提出。

年途中に扶養情
報等に異動が合っ
た場合には、随時
提出。

※収⼊2,000万円超の
場合には年末調整は
できず、確定申告。

※還付申告は１⽉から申告可
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各給与⽀払い時の源泉徴収税額
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• 所得税の各給与⽀払い時の源泉徴収税額は、給与等の⽀払頻度、給与等の⾦額、扶養親族等の⼈数、主
たる勤務先であるか従たる勤務先であるか、等の区分により、所得税法の源泉徴収税額表に定められている。

• この税額表は⼈的控除等の控除額を反映して定められているため、控除額を⾒直す際には、税額が改訂さ
れる。この改訂に対応する必要。

• なお、⽉次の給与⽀払いで、主たる勤務先である場合については、計算式による税額の計算も可能となって
いるが、この計算式についても⼈的控除等の控除額を反映して定められているため、控除額を⾒直す際には、
式が改訂される。

＜税額表の例︓ ⽉払いの場合＞ ＜計算式＞
①以下の計算式により、その月の課税給与

所得金額を求める。

その月の課税給与所得金額
＝{給与収入

－ 社会保険料等（実額）
－１ヶ月分の給与所得控除
－１ヶ月分の基礎控除（48,334円）
－１ヶ月分の人的控除（31,667円） （※）

×扶養親族等の数

※特定扶養親族等であるかどうかに関わら
ず一律額

②その月の課税給与所得金額を、1か月分
に直した税率表にあてはめる。



諸外国における基礎控除等の物価調整
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（2025年１⽉現在）

フランスドイツ英国（凍結中）（注２）⽶国

ゼロ税率ゼロ税率基礎控除標準控除基礎的な控除

物価調整は慣⾏
結果は法改正により反映

物価調整は慣⾏
結果は法改正により反映

物価調整制度は法定
結果は財務省令（注３）により
反映

物価調整制度は法定
結果は当局が公表し適⽤調整の法的根拠

毎年毎年（注４）毎年毎年調整頻度

物価
前年のたばこを除く消費者物価指
数（CPI）の予測値を、さらにその
前年の同指数で除した数

低所得者の⽀出⾒込み額
５年に⼀度の家計調査等に基づく
低所得者世帯の実際の消費⽀出
額に基づく基準需要
調査のない年は物価等の変動率に
基づく⾒込み額（注４）

物価
①前年９⽉の消費者物価指数
（CPI）を、②さらにその前年９⽉の
CPIで除した数（①が②を上回る場
合のみ）

物価
①前年８⽉までの12ヵ⽉間におけ
る連鎖消費者物価指数（C-CPI-
U）の平均を、②基準年（注１）にお
ける同平均値で除した数（①が②
を上回る場合のみ）

参照する
指標

課税年度の
前年９⽉頃

課税年度の
前年11⽉頃

課税年度の開始前
※規定なく、運⽤上もばらつきあり

課税年度の
前年10〜11⽉頃公表時期

１⽉〜12⽉１⽉〜12⽉４⽉６⽇〜４⽉５⽇１⽉〜12⽉課税年度

源泉徴収時の税率は前年所得の
確定申告に基づき税務当局から通
知される税率を⽤いるため、源泉徴
収義務者はインフレ調整への対応
不要

あり
（１⽉〜）

※ 源泉徴収に関するプログラムの公
表が遅れた場合には、１〜２か⽉
程度の猶予期間が設けられる場合
がある

あり
（５⽉18⽇〜）

※ ４⽉６⽇〜５⽉17⽇は、源泉
徴収において基礎控除等の物価調
整を考慮しなくともよいとされている

あり
（１⽉〜）

給与所得に係る
源泉徴収時の

基礎控除等の勘案

（注１）各規定によって異なるが、標準控除及びブラケットの調整については、2017年を基準年としている。
（注２）英国では、財源確保策の⼀環として、2022年度以降、基礎控除額等における物価調整は⾏われていない。
（注３）上記の枠組みによる基礎控除等の物価調整は、財務省令により⾏われることが法律上定められている。
（注４）ドイツでは、 5年に⼀度の家計調査等に基づく低所得者世帯の実際の消費⽀出額に基づく基準需要（調査のない年は物価等の変動率に基づく⾒込み額）に基づき、物価上昇による最低⽣活費の変動を⽰す報告書

（1996年〜）及び所得税負担への影響を⽰す報告書（2015年〜）がおよそ２年に⼀度公表され、議会は両報告書において⽰された指標に基づき、向こう２年のゼロ税率の閾値及びブラケット等を調整する法案を可
決している。予想を上回る上昇率であった年については、例外的に進⾏年度中に再度の調整が⾏われる場合がある。

主要国の基礎控除等の物価調整
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システム開発ベンダーヒアリング
（源泉徴収義務者の事務負担）
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源泉徴収義務者の事務負担

お伺いしたい事項

 考えられる具体的な物価調整のイメージ１〜３についてのご意⾒

 その他、物価の上昇等を踏まえた基礎控除等の額の適時の引上げ
についてのご意⾒

18



有識者ヒアリング
（参照する指標）
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参照する指標

（所得税の抜本的な改⾰に係る措置）
第８１条 省 略
２ 前項の検討に当たっては、基礎控除等の額が定額であることにより物価が上昇した場合に実質的な

所得税の負担が増加するという課題への対応について、所得税の源泉徴収をする義務がある者の事
務負担への影響も勘案しつつ、物価の上昇等を踏まえて基礎控除等の額を適時に引き上げるという
基本的⽅向性により、具体的な⽅策を検討するものとする。

お伺いしたい事項

 物価等の指標にはどのような指標があるか

 それぞれの指標にはどのような特徴があるか

20



参考資料
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所得税の税額計算

• 所得税は、原則として、個⼈の1年間の全ての所得から所得控除を差し引いた残りの課税所得に税率を適
⽤して税額を計算している。

合計
所得⾦額

収⼊から差し引く⾦
額（経費等）

※給与収⼊の場合、
給与所得控除

収
⼊
⾦
額

課税所得⾦額

所得控除額

×税率

（算出）
所得税額
（算出）
所得税額

納付税額納付税額

税額控除額等

＜ 所得税の計算（イメージ）＞
収⼊⾦額
ー収⼊から差し引く⾦額
＝合計所得⾦額

合計所得⾦額
ー所得控除額
＝課税所得⾦額

課税所得⾦額
×所得税率
＝（算出）
所得税額

所得税額
－税額控除額等
＝納付税額

所得税率（超過累進税率）
所得税の税率は、所得が多くなるに従って段階的に⾼くなり、納税者
がその⽀払能⼒に応じて公平に税を負担する仕組み

税率

課税所得⾦額（万円）
195 330

5%
10%

20%

課税所得⾦額650万円の場合

195万円×5% + 135万円×10%
+ 320万円×20% = 87万2,500円

所得の種類︓
不動産、事業、給与、
雑（公的年⾦含む） 等

所得控除の例︓
・⼈的控除
障害者、寡婦、ひとり親、勤労学⽣、扶
養、配偶者（特別）、基礎控除 等

・その他の控除
雑損、医療費、社会保険料、⼩規模共
済、⽣命・地震保険料 等

税額控除の例︓
住宅ローン控除
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課 税 ⽅ 式計 算 ⽅ 法対 象所 得 の 種 類
源泉分離課税

（注１）
収⼊⾦額＝所得⾦額公社債や預貯⾦の利⼦、合同運⽤信託・公社債投資信託

や公募公社債等運⽤投資信託の収益の分配
利 ⼦ 所 得

総合課税
申告分離課税

（⼜は申告不要）
収⼊⾦額－

法⼈から受ける剰余⾦の配当、利益の配当、剰余⾦の分配、
投資法⼈の⾦銭の分配、基⾦利息、投資信託（公社債投
資信託及び公募公社債等運⽤投資信託を除く）及び特定
受益証券発⾏信託の収益の分配

配 当 所 得

総合課税収⼊⾦額－必要経費不動産、不動産の上に存する権利、船舶⼜は航空機の貸付
けによる所得

不 動 産 所 得

総合課税
（注２）

収⼊⾦額－必要経費農 業 、 漁 業 、 製 造 業 、 卸 売 業 、 ⼩ 売 業 、 サ ー ビ ス 業
その他の事業から⽣ずる所得

事 業 所 得

総合課税収⼊⾦額－給与所得控除額 （注３）俸給、給料、賃⾦、歳費、賞与など給 与 所 得

分離課税
（収⼊⾦額－退職所得控除額）×1/2
※勤続年数５年以下の者が⽀払を受ける退職⾦については、２分の１

課税を適⽤しない。（注４）

退職⼿当、⼀時恩給、その他退職により⼀時に受ける給与な
ど

退 職 所 得

分離課税
（５分５乗）

収⼊⾦額－必要経費－特別控除額（50万円）所有期間５年超の⼭林の伐採⼜は譲渡による所得⼭ 林 所 得

総合課税
（注２）－ －

資産の譲渡（建物等の所有を⽬的とする⼀定の地上権の設
定等を含む。）による所得

譲 渡 所 得

総合課税
（注２）－ －

営利を⽬的とする継続的⾏為から⽣じた所得以外の⼀時の
所得で労務その他の役務⼜は資産の譲渡の対価としての性
質を持たないもの

⼀ 時 所 得

総合課税
（注２）

（公的年⾦等）収⼊⾦額－公的年⾦等控除額
（公的年⾦等以外）収⼊⾦額－必要経費

国⺠年⾦、厚⽣年⾦などの公的年⾦等
上記の所得のいずれにも当てはまらないもの

雑 所 得

株式などを取得する
ための借⼊⾦の利⼦

収⼊
⾦額

売却した資産の
取 得 費 ・ 譲 渡
費⽤

特別控除額
（50万円）

収⼊
⾦額

収⼊を得るため
に⽀出した費⽤

特別控除額
（50万円）

（注１）特定公社債等の利子等については、申告不要又は申告分離課税。

（注２）一部、分離課税として取り扱われるものがある。分離課税の対象となるのは、株式等の譲渡による所得（事業・譲渡・雑）、土地等の譲渡による所得（譲渡）、不動産業者
等の土地の短期譲渡等による所得(事業・雑(令和８年３月31日まで課税停止))、先物取引による所得（事業・譲渡・雑）等である。

（注３）23歳未満の扶養親族や特別障害者である扶養親族等を有する者等については、平成30年度改正において行われた給与所得控除額が頭打ちとなる給与収入の850万円超への引き
下げによる負担増が生じないよう、所得金額調整控除により調整。
給与・年金の両方を有する者については、平成30年度改正において行われた給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替による負担増が生じないよう所得金額調整

控除により調整。

（注４）勤続年数５年以下の法人役員等以外の者が支払を受ける退職金については、退職金から退職所得控除額を控除した残額のうち300万円を超える部分に限り、２分の１課税を適
用しない。

所得税の各種所得の対象・計算⽅法・課税⽅式
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本人の所得要件
控 除 額

対 象 者
改正年度
（所得税）

住 民 税所 得 税

合計所得金額2,500万円以下

所得税：2,350万円超から
住民税：2,400万円超から

控除額が逓減

最高４３万円

最高９５万円

合計所得金額１３２万円以下：９５万円
１３２万円超３３６万円以下：８８万円
３３６万円超４８９万円以下：６８万円
４８９万円超６５５万円以下：６３万円

６５５万円超：５８万円

・本人
昭和２２年
（1947年）

基 礎 控 除

基

礎

的

な

人

的

控

除

合計所得金額1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）

・生計を一にし、かつ、合計所得金額が５８万円以下である配偶者
（控除対象配偶者）を有する者

昭和３６年
(1961年）

配 偶 者 控 除

最高３３万円最高３８万円・年齢が７０歳未満の控除対象配偶者を有する者
（昭和３６年）

（1961年）
一般の控除対象配偶者

最高３８万円最高４８万円・年齢が７０歳以上の控除対象配偶者を有する者
昭和５２年
（1977年）

老人控除対象配偶者

合計所得金額1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）

最高３３万円最高３８万円
・生計を一にし、かつ、合計所得金額が５８万円を超え１３３万円以下
である配偶者を有する者

昭和６２年
(1987年)

配 偶 者 特 別 控 除

―
・生計を一にし、かつ、合計所得金額が５８万円以下である親族等
（扶養親族）を有する者

昭和２５年
（1950年）

扶 養 控 除

―３３万円３８万円
・年齢が１６歳以上１９歳未満又は２３歳以上７０歳未満の扶養親族を
有する者

（昭和２５年）
（1950年）

一般の扶養親族

―４５万円６３万円・年齢が１９歳以上２３歳未満の扶養親族を有する者
昭和６３年
（1988年）

特定扶養親族

―３８万円４８万円・年齢が７０歳以上の扶養親族を有する者
昭和４７年
（1972年）

老人扶養親族

―＋７万円＋１０万円・直系尊属である老人扶養親族と同居を常況としている者
昭和５４年
（1979年）

（同居老親等加算）

―最高４５万円最高６３万円
・生計を一にし、かつ、合計所得金額が５８万円を超え１２３万円以下
である年齢が１９歳以上２３歳未満の親族等を有する者

令和７年
(2025年)

特 定 親 族 特 別 控 除

―２６万円２７万円
・障害者である者
・障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者

昭和２５年
（1950年）

障 害 者 控 除

特

別

な

人

的

控

除

―３０万円４０万円
・特別障害者である者
・特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者

昭和４３年
（1968年）

（特別障害者控除）

―５３万円７５万円
・特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族と同居を常況と

している者
昭和５７年
（1982年）

（同居特別障害者控除）

合計所得金額500万円以下２６万円２７万円

①夫と離婚したもので、かつ、扶養親族を有する者
②夫と死別した後婚姻をしていない者
※ひとり親に該当する者は除く
※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外

昭和２６年
（1951年）

寡 婦 控 除

合計所得金額500万円以下３０万円３５万円
・現に婚姻をしていないもので、かつ、生計を一にする子（総所得金額等
が５８万円以下）を有する者

※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外

令和２年
（2020年）

ひ と り 親 控 除

合計所得金額85万円以下かつ
給与所得等以外が10万円以下

２６万円２７万円・本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等である者
昭和２６年
（1951年）

勤 労 学 生 控 除

⼈的控除の種類及び概要
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その他の所得控除制度の概要（所得税）
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控除の種類 概     要 控除額の計算方式 

雑損控除 

 
住宅家財等について災害又は盗難若し

くは横領による損失が生じた場合又は災

害関連支出の金額がある場合に控除 

次のいずれか多い方の金額 

① （災害損失の金額＋災害関連支出の金額）－年間所得金額×10％ 

② 災害関連支出の金額－５万円 

医療費控除 

 

 

納税者又は納税者と生計を一にする配

偶者その他の親族の医療費を支払った場

合に控除 

 

社会保険料控除 社会保険料を支払った場合に控除 支払った社会保険料の額 

小規模企業 

共済等掛金控除 

 

小規模企業共済掛金、確定拠出年金に

係る企業型年金加入者掛金及び個人型年

金加入者掛金並びに心身障害者扶養共

済掛金を支払った場合に控除 

支払った掛金の額 

生命保険料控除 

 

一般生命保険料、介護医療保険料及び

個人年金保険料を支払った場合に控除 

⑴ 平成 24 年１月１日以後に締結した保険契約等（新契約）に係る生命保険料控除 

① 支払った一般生命保険料に応じて一定額を控除（最高限度額４万円（※１）） 

② 支払った介護医療保険料に応じて一定額を控除（最高限度額４万円） 

③ 支払った個人年金保険料に応じて一定額を控除（最高限度額４万円） 

⑵ 平成 23 年 12 月 31日以前に締結した保険契約等（旧契約）に係る生命保険料控除 

① 支払った一般生命保険料に応じて一定額を控除（最高限度額５万円） 

② 支払った個人年金保険料に応じて一定額を控除（最高限度額５万円） 

※１ 23 歳未満の扶養親族を有する場合には、令和８年分に限り、６万円【令和７年度改正】。 

※２ 各保険料控除の合計適用限度額を 12 万円とする。 

地震保険料控除 

 

 

 

地震保険料を支払った場合に控除 

 

 

 

支払った地震保険料の全額を控除（最高限度額５万円） 

※１ 平成 18 年 12 月 31 日までに締結した長期損害保険契約等（地震保険料控除の適用を受け

るものを除く。）に係る保険料等は従前どおり適用する（最高限度額１万５千円）。 

２ 地震保険料控除と上記１を適用する場合には合わせて最高５万円とする。 

寄附金控除 

 

 

特定寄附金を支出した場合に控除 

 

 

 

 

 

 

 

次のいずれか低い方の金額 

① 特定寄附金の合計額    － ２千円 ＝ 寄附金控除額 

② 年間所得金額×40％ 

支 払 っ た 

医療費の額 

次のいずれか低い方の金額 

①10 万円 

②年間所得金額×５％ 
－ ＝ 

医療費控除額 

（最高限度額 200 万円） 


